
1. 重要な会計方針

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・・・・・・・定額法による減価償却を行っている。

引当金の計上基準

退職給付引当金・・・・・・・・・・職員の退職金の支給に備えるため、期末要支給額と同額を計上している。

賞与引当金・・・・・・・・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属

する額を計上している。

消費税の会計処理

消費税込みで会計処理している。

リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

2. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

定期預金

特定資産

退職給付引当資産

（国庫金）

（寄付金）

財務諸表に対する注記

ｺﾝﾎﾟﾝﾁｭﾅﾝ州農村開発
特定事業引当資産

カンボジア小児外科支援
特定事業引当資産

25,742,829 0 25,742,829 0

0 1,000

0

0

(1)

(2)

(3)

(4)

（単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期末残高当期減少額

303,000,0000303,000,000 0

小　　計 303,000,000 0 303,000,000

47,771,800 6,632,300 54,404,1000

96,617,517 126,278,332

合　　計 460,086,387 96,617,517 429,278,332

127,425,572小　　計

6,677,477

ﾅﾑｻﾞﾝ郡少数民族地域における
住民主体による地域活性化の
ための人材育成
特定事業引当資産

0 1,000

北海道胆振東部地震緊急援助
特定事業引当資産

0 5,849,249

ネパール学校環境改善
特定事業引当資産

38,000,000 279,825

0

6,677,477

28,894,898

1,000

1,000

127,425,572

0

157,086,387

ｺﾝﾎﾟﾝﾁｭﾅﾝ州農村開発
特定事業引当資産

25,082,888 28,974,379 25,162,369

5,849,249

0 2,202,000 2,202,000 0

0

令和元年台風19号緊急援助
特定事業引当資産

0

カンボジア小児外科支援
特定事業引当資産

10,000,000 14,021,000 4,021,000 20,000,000

カンボジア栄養教育普及
特定事業引当資産

10,488,870 11,293,234 7,702,770 14,079,334

29,379,825 8,900,000

ﾍﾞﾄﾅﾑ中部高原地域における生活
改善と子どもの栄養改善
特定事業引当資産

0 13,201,000 13,201,000 0

ﾍﾞﾄﾅﾑ中部少数民族地域における
地域資源を活用した発展型農村
総合開発
特定事業引当資産

カンボジア小学生来日研修
特定事業引当資産

0 7,485,053 7,485,053 0
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3. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

定期預金

特定資産

退職給付引当資産

4. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

車両運搬具

什器備品

ソフトウェア

5. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

カンボジア小児外科支援事業

当期減少額の内、国庫金返還金の詳細については「7.その他（1）指定正味財産増減の部における補助金等返還金」に記載

(3,335,500)

25,742,829 0 0

25,082,888 0 25,082,888 0

79,481

（国庫金）

（寄付金） 0 0

（内、国庫金返還金）

貸借対照表上の
記載区分

ｺﾝﾎﾟﾝﾁｭﾅﾝ州農村開発
特定事業引当資産 28,894,898 (28,894,898)

コンポンチュナン州農村開発事業

50,905,198 28,894,89850,825,717 28,974,379  合　　計

28,894,898

指定正味財産

平成30年度日本NGO連携無償資金協力

外務省

(2,392,289)

25,742,829

（内、国庫金返還金）

外務省

外務省 0

平成30年度日本NGO連携無償資金協力

28,974,379
令和元年度日本NGO連携無償資金協力

コンポンチュナン州農村開発事業

当期末残高

指定正味財産

指定正味財産

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額

合　　計 31,716,721 27,269,825 4,446,896

8,548,149 6,349,442 2,198,707

265,140 30,933

（単位：円）

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

22,903,432 20,889,450 2,013,982

0 (54,404,100)

合　　計 429,278,332 (374,874,232) 0 (54,404,100)

234,207

0 0

0

ネパール学校環境改善
特定事業引当資産 8,900,000 (8,900,000) 0 0

0
カンボジア小児外科支援
特定事業引当資産

54,404,100 0 0 (54,404,100)

小　　計 303,000,000 (303,000,000) 0 0

303,000,000 (303,000,000) 0 0

（単位：円）

科　　目 当期末残高
(うち指定正味財産
からの充当額)

(うち一般正味財産
からの充当額)

(うち負債に対応
する額)

小　　計 126,278,332

20,000,000 (20,000,000)

カンボジア栄養教育普及
特定事業引当資産 14,079,334

(71,874,232)

0

(14,079,334) 0
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6. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

経常収益への振替額

　目的達成による指定解除額

　（受取国庫金）

カンボジア小児外科支援事業

　（受取寄付金）

カンボジア小児外科支援事業

カンボジア栄養教育普及事業

カンボジア小学生来日研修事業

7. その他

（1）指定正味財産増減の部における補助金等返還金

　　　指定正味財産増減の部における補助金等返還金とは精算結果生じた残余金であり

（2）事業収益

　　 事業収益の内容は、次のとおりである。

　　　JICA受託事業収益

　　独立行政法人国際協力機構(JICA)

※JICAとの上記事業における業務委託契約に基づいた業務報酬額

（3）所有権移転外ファイナンス・リース取引

     所有権移転外ファイナンス・リース取引（通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行う）は

     次のとおりである。

ﾍﾞﾄﾅﾑ中部高原地域における生活改善と子どもの栄養改善
事業

ｺﾝﾎﾟﾝﾁｭﾅﾝ州農村開発事業 22,770,080

7,702,770

4,021,000

22,407,329

ｺﾝﾎﾟﾝﾁｭﾅﾝ州農村開発事業

（単位：円）

1,000

令和元年台風19号緊急援助事業 6,677,477

合　　計 121,697,783

3,329,3376,073,020什器備品

（単位：円）

内　　容 金　額

北海道胆振東部地震緊急援助事業 5,849,249

1,000

ネパール学校環境改善事業 29,379,825

ﾅﾑｻﾞﾝ郡少数民族地域における住民主体による地域活性化
のための人材育成事業

7,485,053

未経過ﾘｰｽ料期末残高リース料総額

(単位：円）

(単位：円）

16,694,320
ﾅﾑｻﾞﾝ郡少数民族地域における住民主体による
地域活性化のための人材育成事業

リース物件の種類

13,201,000

合計 5,727,789

　　　その内訳は次のとおりである。

合計 16,694,320

平成30年度日本NGO連携無償資金協力
コンポンチュナン州農村開発事業 2,392,289

ﾍﾞﾄﾅﾑ中部少数民族地域における地域資源を活用した発展
型農村総合開発事業 2,202,000

平成30年度日本NGO連携無償資金協力
カンボジア小児外科支援事業 3,335,500
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